古川純教授履歴・業績 by unknown
古川 純教授 履歴・業績
391

古川 純教授 履歴・業績
[履 歴]
【学歴・職歴】
1966年月 東京大学法学部第二類（公法コース）卒業
1966年月 東京大学法学部助手（文部教官）（〜1969年月）
1970年月 東京経済大学専任講師（〜1976年月）
1976年月 東京経済大学助教授（〜1982年月）
1978年月 Visiting Associate Professor, Department of Government &
Politics, University of Maryland, U.S.A（〜1980年月）
1982年月 東京経済大学教授（〜1988年月）
1988年月 専修大学法学部教授（〜2012年月）
1995年月 専修大学法学部長（〜1997年月）
1995年月 学校法人専修大学理事・評議員（〜1997年月）
1997年10月 Visiting Professor, Faculty of Law, University of Technology
Sydney (UTS), Australia（〜1998年月）
1998年月 中華人民共和国 北京日本学研究中心客員教授及び中国社会
科学院法学研究所客員研究員（〜1998年月）
1998年10月 日本公法学会理事（〜2010年10月）
1999年月 専修大学社会科学研究所長（〜2003年月）
2001年月 専修大学大学院法学研究科長（〜2005年月）
2004年月 専修大学専門職大学院法務研究科（法科大学院）教授（法学
部教授併任，〜2011年月）
2011年月 専修大学法学部教授（〜2012年月）
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【学会及び社会における活動】
1966年10月 日本公法学会会員（現在）
1966年10月 憲法理論研究会会員（現在）
1970年月 全国憲法研究会会員（現在）
1972年10月 日本平和学会会員（現在）
1987年11月 日本平和学会編集委員（〜1989年11月）
1996年10月 全国憲法研究会運営委員（〜2007年10月）
1996年10月 憲法理論研究会運営委員（編集委員長）（〜1998年10月）
1998年10月 日本公法学会理事（〜2010年10月）
2008年月 NPO法人現代の理論・社会フォーラム理事長・運営委員・
編集委員（現在）
（ほかに，軍事問題研究会会員，占領・戦後史研究会会員，
同時代史学会会員など）
[業 績]
【著書】
『現代国家と法Ⅰ』 法律文化社 1972年月
『現代日本の法』（第章 国家と法） 共著・法律文化社 1974年11月
『現代日本の法思想』（明治憲法制定をめぐる法思想） 共著・有斐閣
1976年月
『憲法学 』（自衛隊の実態） 共著・有斐閣 1976年10月
『憲法の歩み』（立憲政治への道） 共著・有斐閣 1977年12月
『憲法判例の研究』（平和的生存権─長沼訴訟）共著・敬文堂 1982年11月
『日本の現代法』（Ⅲ．国家・国際社会と法） 共著・法律文化社 1983年
394
月
『平和憲法の創造的展開』（序章 平和意識の実態，11章 国連の平和維持
機能とわが国の平和隊） 共編著・学陽書房 1987年月
『憲法の現況と展望』 山内敏弘と共著・北樹出版 1989年月
『象徴天皇制の構造─憲法学者による解読』（．天皇・日の丸・君が代─
天皇制の記号） 共著・日本評論社 1990年月
『戦後日本の原点（上）─占領史の現在』（新憲法の成立─制定過程とさま
ざまな構想 天川晃と対談） 共著・悠思社 1992年月
『いま戦争と平和を考える』（第章「憲法の平和主義と国連の平和維持活
動」） 共編著・国際書院 1993年月
『日本国憲法の基本原理』 学陽書房 1993年月
『戦争と平和』（岩波市民大学─人間の歴史を考える⑬） 山内敏弘と共
著・岩波書店 1993年11月
『新版 憲法の現況と展望』 山内敏弘と共著・北樹出版 1996年月
『恒久世界平和のために─日本国憲法からの提言』（「戦後補償の課題」）
共著・勁草書房 1998年月
『日米新ガイドラインと周辺事態法』（第章） 共著・法律文化社 1999
年月
『世界の中の憲法第九条』（第Ⅲ部 戦争違法化へと進む世界の憲法と非核
自治体運動） 共著・高文研 2000年月
『日本国憲法・検証 第巻 基本的人権』 小学館文庫 2001年月
『有事法制批判』（第章「戦後日本の有事法制はどのようにつくられて
きたか」） 共著・岩波書店 2003年	月
『東北アジアの法と政治』（戦後補償ピョンヤン国際シンポジウムの概要報
告（第章），米軍基地と日米地位協定の不正義（第10章），武力攻撃
事態法等「有事法」と自衛隊イラク派兵のもたらすもの─岐路にた
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つ日本の立憲・平和主義─（第11章） 内藤光博と共編著・専修大学
出版局 2005年月
『憲法諸相と改憲論』（自民党「新憲法草案」が目指す「国のかたち」─自
衛権・国家緊急権・最高指揮権・軍事裁判所─ 共著・敬文堂 2007
年月
【学術論文】
ドイツ近代国制史研究序説 東京経大学会誌 93号 1975年11月
憲法訴訟としての自衛隊裁判（）〜（） 東京経大学会誌 89号〜93
号 1975年11月
動きはじめた公安条例判決─徳島市公安条例最高裁大法廷判決における二
元的法規制論と憲法訴訟論をめぐって─ 法学セミナー 1975年11月
明治国家の構成原理序説 東京経大学会誌 94号 1976年月
明治期法思想における「国家」と「社会」の問題 東京経大学会誌 95号
1976年月
「間接侵略」概念の問題点 軍事問題研究会・軍事民論特集
号 1976年
月
自衛官と市民的自由 東京経大学会誌 98号 1976年11月
自衛隊と緊急事態 軍事問題研究会・軍事民論特集号 1977年月
良心的戦争拒否の意味するもの 論創社・国家論研究12号 1977年月
災害と自衛隊の行動 法律時報・臨時増刊「現代と災害」 1977年月
国家緊急権 法律時報・臨時増刊「憲法三〇年の理論と展望」 1977年
月
基地周辺整備法と地域社会 軍事問題研究会・軍事民論特集10号 1977年
10月
日本占領期の極東米軍情報収集活動と組織 東京経大学会誌109・110合併
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号 1978年12月
アメリカから見た日本の軍事問題 法律時報・臨時増刊「憲法第条の課
題」 1979年月
警察改革─民政局と公安課の対立を中心に 法学セミナー・増刊「現代の
警察」 1980年10月
日米関係のなかの自衛隊30年 法学セミナー 1980年12月
憲法史の論点─日本国憲法成立史を中心に ジュリスト 731号 1981年
月
防衛庁─情報公開の実態 軍事問題研究会・軍事民論特集22号 1981年	
月
アメリカの徴兵制─最近の徴兵登録制再開をめぐって 法学セミナー・増
刊「日本の防衛と憲法」 1981年月
戦時教化・宣伝用刊行物─日本占領下の没収計画とそのゆくえ 東京経大
学会誌 121号 1981年
月
防衛二法改正が狙う軍部権力の台頭 軍事問題研究会・軍事民論特集24号
1981年月
占領下のマス・メディア統制─「日本の悲劇」の上映禁止をめぐって 東
京経大学会誌 122号 1981年10月
有事法制問題の新局面 法律時報 53巻12号 1981年11月
国家秘密・軍事機密と情報公開 法学セミナー・増刊「情報公開と現代」
1982年
月
軍拡の新構図─行政改革と防衛問題 法律時報 55巻号 1982年10月
自衛隊・安保裁判の動向と展望 法学セミナー・増刊「核時代の戦争と平
和」 1982年11月
「シーレーン防衛」論と集団的自衛権 法学セミナー・増刊「平和への戦
略」 1983年	月
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「統帥権」の創設を狙う憲法改正 法学セミナー・増刊「憲法と平和保障」
1983年月
防衛論の新展開と憲法第条 自由と正義 34巻号 1983年月
歴史としての防衛二法─シビリアン・コントロールの原点と現点 法律時
報 56巻号 1984年月
軍隊における修正条の権利─集団的請願権行使と「軍事的必要性」（憲
法訴訟研究） ジュリスト 830号 1985年	月
現代改憲論における天皇 法学セミナー・増刊「これからの天皇制」
1985年月
国家秘密保護法案の歴史的位置づけ─憲法の平和主義の観点から 新聞研
究 430号 1985年11月
外国人の人権（）─戦後憲法改正との関連において 東京経大学会誌
146号 1986年
月
安全保障会議の設置と国家緊急権確立の方向 ジュリスト 865号 1986
年月
報道・取材の自由をめぐる憲法判例の展開─優越的自由の保障をめぐって
新聞研究 430号 1987年月
第条と平和保障 法律時報 59巻
号 1987年月
市民法の論理と軍事的公共性の抑制─横田基地公害訴訟控訴審判決を中心
に ジュリスト 895号 1987年10月
表現の自由保障とシビリアンコントロール 法律時報 60巻
号 1988年
月
平和研究と国家秘密（『戦後憲法学の展開 和田英夫教授古稀記念論文
集』） 日本評論社 1988年11月
上杉・美濃部論争（杉原泰雄編『講座憲法学の基礎』） 勁草書房 1989
年月
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明治憲法制定期の天皇制 『憲法問題Ⅰ』（全国憲法研究会学会機関誌）
1989年月
日本の近代化とフランス人権宣言 法律時報 61巻号 1989年月
自衛隊裁判と違憲審査─百里基地訴訟最高裁判決 法学教室 No.109
1989年10月
「全人類的」な「共通の安全保障」へ 法学セミナー 1990年月
象徴天皇制の成立と天皇の戦争責任 専修大学法学研究所報 No.7・8
1990年月
自衛官の思想表現の自由とシビリアン・コントロール─反戦自衛官処分取
消訴訟・東京地裁判決をめぐって 専修大学法学研究所紀要15『公法
の諸問題Ⅲ』 1990年月
天皇制の「文明の顔」と「未開の顔」─網野善彦氏の天皇制研究に触れ
て─ 法律時報 62巻12号 1990年10月
国連の平和維持活動と日本国憲法の精神 新聞研究 472号 1990年11月
非核自治体と法─イギリス・アメリカ・日本の場合─（『平和と国際協調
の憲法学─深瀬忠一教授退官記念』） 勁草書房 1990年11月
国連平和協力法案の虚像と実像 法律時報 63巻号 1991年月
第条をめぐる国会での論議 法学教室 No.128 1991年月
占領と出版検閲・序論（『小林直樹先生古稀祝賀 憲法学の展望』） 有斐
閣 1991年10月
PKO─国連の原則と憲法条を充たすものは何か 法学セミナー 37巻
号 1992年月
占領と諜報─「原爆映画」ファイルと記録映画のゆくえ 専修法学論集
第55・56合併号 1992年	月
「日の丸」旗焼却事件─平成年月23日 那覇地判を契機として 法学
教室 155号 1993年月
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占領と報道検閲─言論・報道の自由の評価と再編成─（芦部信喜先生古希
祝賀『現代立憲主義の展開 上』 1993年月
違憲審査の公権力性と私的行為性─国の私法上の行為の違憲審査と憲法の
私人間効力 ジュリスト No.1037 1994年月
日本国憲法と戦後補償─一五年戦争の国家責任をめぐって 法学セミナー
No.477 1994年月
憲法と戦後補償─個人補償の実現を求めて─ 専修大学法学研究所紀要20
号『公法の諸問題Ⅳ』 1995年月
日本国憲法前史（『講座憲法学（憲法と憲法学）』） 日本評論社 1995年
月
アジアにおける平和の課題と安保条約「再定義」の意味 法律時報 68巻
号 1996年月
国連・日米安保と憲法学─制憲議会の国連観と安全保障論 法律時報 68
巻
号 1996年月
憲法と国際環境─冷戦構造とその崩壊 ジュリスト No.1089 1996年
月
外国人の政治参加（参政権） 月刊法学教室№.224 1999年月
オーストラリア立憲主義の試練（『杉原泰雄先生古稀記念論文集 二一世
紀の立憲主義』） 勁草書房 2000年
月
中国の「市民社会」研究について（『憲法理論叢書』） 敬文堂 2000年
10月
ポツダム宣言受諾と治安維持法 法律時報74巻
号 2002年月
有事法制の歴史的展開─「三矢研究」から日本新ガイドライン関連法まで
（山内敏弘編『有事法制を検証する』） 法律文化社 2002年月
戦前の「有事法制」の展開 法律時報増刊「憲法と有事法制」 2002年12
月
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岐路に立つ日本の立憲主義 行財政研究 No.53 2003年10月
「横浜事件」第次再審請求事件・横浜地裁再審開始決定の研究 専修法
学論集第90号 2004年月
自衛隊のイラク派兵と立憲・平和主義 法律時報76巻号 2004年月
人権の「普遍性」と「文化拘束性」─アジア人権憲章への可能性─ 専修
大学法学研究所紀要30『公法の諸問題Ⅵ』 2005年月
改憲問題の現在─この国と社会はどこに向かうのか─ 専修法学論集第95
号 2005年12月
立川自衛隊宿舎反戦ビラ入れ事件無罪判決 専修ロージャーナル創刊号
2006年	月
「八重山共和国」について─沖縄・八重山占領史研究の一こま 専修大学
法学研究所紀要34『公法の諸問題Ⅶ」 2009年	月
「横浜事件」第次・第次請求再審免訴判決について 専修法学論集第
106号 2009年月
【翻訳】
A. コックス 『最高裁判所の役割』（芦部信喜監訳，第章政府の積極的
義務） 東京大学出版会 1979年12月
『GHQ 日本占領史17 出版の自由』（解説Ⅰ・解説Ⅱ，翻訳Ⅵ〜Ⅹ） 日
本図書センター 1999年月
【その他】
『判例コンメンタール 憲法Ⅱ』（憲法33条，34条） 三省堂 1977年月
これからの法律学─憲法訴訟（報告と座談会） ジュリスト655号 1978年
月
百里基地訴訟 第一審判決（昭和52年度 重要判例解説） ジュリスト666
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号 1978年
月
セオドア・マクネリー「第条の起源」 法律時報 51巻
号 1979年
月
雑誌「改造」にみる占領下検閲の実態（） 東京経大学会誌116・117合
併号 1980年月
占領軍の諜報活動─「マッカーサー・レポート」より 東京経大学会誌
119号 1981年月
自衛隊機・米軍機の飛行差止請求の適法性─厚木基地訴訟第一審判決（昭
和57年度重要判例解説） ジュリスト 792号 1983年
月
外国人指紋押捺拒否事件─ K. K. モリカワ事件・韓宗硯事件（昭和59年度
重要判例解説） ジュリスト 838号 1985年
月
取材・報道の自由 （博多駅事件取材フィルム提出命令事件） 憲法の基本
判例（別冊法学教室） 1985年12月
平等原則違反の救済と立法不作為の違憲確認訴訟のあり方─台湾人元日本
兵士訴訟 月刊法学教室 64号 1986年月
条約の違憲審査 別冊ジュリスト 憲法判例百選Ⅱ（第	版） 1987年	
月
知る権利と関わる権利自由の関係 法学教室 No.115 1990年月
事件で見る議会制100年─「斎藤隆夫の粛軍演説」「講和条約・安保条約の
承認」「新安保条約の承認」 法学教室 No.116 1990年月
裁判所100年─「大津事件（1891）─児島惟謙と『司法権の独立』」 法学
教室 No.121 1990年月
タイ・スタディー・ツアー─開発と人権 専修大学社会科学研究所月報
No.327 1990年月
新・判例コンメンタール 日本国憲法 	［第33条，第34条］ 三省堂
1994年	月
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日本公法学者のプロフィール・美濃部達吉 法学教室 No.167 1994年
月
［法律時評］ 日米安保条約・地位協定の見直し 法律時報 68巻13号
1995年12月
ウチとソトの論理─六ヶ所村から脱原子力社会をめざして（六ヶ所村核燃
料施設視察特集） 専修大学社会科学研究所月報 No.393 1996年
月
ガイドライン─新・日米防衛協力の指針について 月刊法学教室 No.206
1997年11月
中国の裁判制度と『打官司』─大連市中級人民法院を訪問して 専修大学
社会科学研究所月報 No.457・458合併号 2001年月
「花岡事件」戦後補償請求訴訟の和解の研究 専修大学社会科学研究所月
報 No.459 2001年月
THEODORE McNELLY, Witness to the TWENTIETH CENTURY, The Life
Story of a Japan Specialist 専修法学論集98号 2006年12月
条約の違憲審査─砂川事件 別冊ジュリスト 憲法判例百選Ⅱ［第版］
2007年月
「憲法訴訟論」の基本問題─憲法判例から論点を考える 専修ロージャー
ナル№.5 2010年月
「人権の基礎理論」の基本問題─憲法判例から論点を考える─ 専修ロー
ジャーナル№.6 2011年月
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